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 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案(28) 

 特許認容後の異議申し立て制度の導入【1】 

① 「異議申し立て制度導入の背景」 

米国の特許侵害訴訟は年々増加傾向にあり、日本と異なり件数も 20 倍以上もある。その

ため、被害者である特許権者の訴訟に対する防禦として、特許無効に対する抗弁が恒常化

することとなり、特許侵害訴訟も長期化する傾向にある。そのため、長期化する訴訟とそ

れに対する訴訟費用は特許侵害を訴えられる企業（被告）にとっても、イノベーションと

産業育成の足枷となっている。「レーヒ・スミス米国特許法」の「特許訴訟の負担軽減」は

その柱であり、特許の質の向上と共に、過度な訴訟を低下させることが要請されている。 

その方策として、米国特許商標庁の強化と同時に、レビュー制度（異議申し立て制度）

の改正が行われた（米国特許法には特許商標庁による特許取消のための再審査請求があっ

たが、請求理由や不服申し立ても限定的でなかなか利用されなかった）。 
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